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第７次広島県保健医療計画の令和２年度における進捗状況（５疾病５事業及び在宅医療・介護分野のみ）

疾病・事業名 総数 全体的に順調 比較的順調 努力を要する 評価不可能

がん対策 5 4 0 1 0

脳卒中対策　 12 6 1 3 2

心筋梗塞等の心血管疾患対策　 12 3 2 4 3

糖尿病対策 3 1 0 2 0

精神疾患対策　 14 2 5 4 3

救急医療対策　 9 3 1 4 1

災害時における医療対策　 6 3 1 2 0

へき地の医療対策 8 6 2 0 0

周産期医療対策 4 1 2 1 0

小児医療（小児救急医療を
含む）対策 4 1 3 0 0

在宅医療等 12 2 5 5 0

計 89 32 22 26 9
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（Ｒ３.３.31 現在） 

第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第１節 がんなど主要な疾病の医療体制 

施策 指標等 実施状況 

①がん対

策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

705,752 850,741 144,989 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・たばこ対策推進事業 

・肝炎ウイルス検査・治療費助成事業 

・肝炎対策事業 

・「がん対策日本一」推進事業（ウイルス性肝炎対策事業） 

・がん検診受診率向上対策事業 

・がん検診精度管理推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ がん予防 

○たばこ対策の強化 

・喫煙・受動喫煙による健康被害の啓発 

・健康増進法，広島県がん対策推進条例による受動喫煙防止対策の周知，

対象施設の管理者等に対する相談指導等の実施 

○感染症対策の強化 

・無料肝炎ウイルス検査の実施  

   受検者 1,437 人（R2.4～R3.3） 

・抗ウイルス治療に対する医療費助成の実施  

    受給者証発行件数 3,790 件（R2.4～R3.3） 

・肝疾患コーディネーターの養成（令和 2 年度） 

ア

イ

ウ

エ

オ

努力を要す
る

・職域における受診
勧奨を強化
・職域の被扶養者に
対する個別受診勧奨
を拡充

１施設以上の国指定 ６施設
全体的に順
調

引き続き施策を継続

関係機関との連携強
化

H28比増加

引き続き施策を継続H28比増加 13.0%
全体的に順
調

14病院/15病院
全体的に順
調

引き続き施策を継続

H28比増加 14病院/15病院
全体的に順
調

［R4］
全てのがん検診におい
て受診率50%以上

［R1］
胃41.3%
肺45.9%
大腸41.0%
子宮頸43.6%
乳43.9%

がん患者が病院以外の自宅
等で死亡する割合

［H35］
現状より増

［H28］
12.2%

がん検診（胃，肺，大腸，
子宮頸，乳）受診率

［H34］
全てのがん検診におい
て受診率50%以上

［H28］
胃40.5%
肺42.1%
大腸38.8%
子宮頸40.2%
乳40.3%

がんゲノム医療の拠点整備
［H35］
１施設以上の国指定

［H29］
　指定なし

拠点病院の病理専門医の配
置

［H35］
全拠点病院に専門医を
配置

［H28］
13病院/16病院

拠点病院のがん薬物療法専
門医の配置

［H35］
全拠点病院に専門医を
配置

［H28］
10病院/16病院

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針
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・「広島がん高精度放射線治療センター」運営管理費 

・緩和ケア推進事業 

・Ｔｅａｍがん対策ひろしま推進事業 

・がん医療連携強化事業（がん診療連携拠点病院機能強化事業） 

・がん医療連携強化事業（がん医療ネットワーク医療機能調査） 

     ※新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止 

・肝疾患患者フォローアップシステムを活用した継続的な受診勧奨及び一

定の要件を満たした登録者に対し，定期検査費用等を助成 

初回精密検査費用の助成 24 件（R2.4～R3.3） 

定期検査費用の助成    386 件（R2.4～R3.3） 

肝疾患患者フォローアップシステム新規登録者 132 人（R2.4～R3.3） 

○がん検診の精度向上 

・市町データの集計及び精度管理評価会議における事業評価の実施 

・胃内視鏡検査従事者研修の実施 

   受講者数（基礎編 35 人，応用編 136 人） 

○がん検診の受診率向上 

・市町が実施する勧奨・再勧奨への支援 

・職域がん検診推進事業の実施 

  個別企業訪問によるがん検診実施の働きかけ（263 件訪問） 

２ がん診療 

(1) 医療提供体制の充実強化 

①がん診療連携拠点病院の機能強化 

・がんゲノム医療への対応 

県内のがん診療連携拠点病院が「がんゲノム医療拠点病院」として１施

設，「がんゲノム医療連携病院」として５施設指定（R3.3 末現在） 

②小児がん，希少がん及び難治性がん対策の推進 

・小児がん中国・四国ネットワーク会議の開催（月１回） 

(2) 医療連携体制の充実 

 ①地域連携パスの普及による地域連携の推進 

・５大がんの地域連携パス適応患者数 

  1,430 人（H30.1～H30.12） 

②広島県がん医療ネットワークの充実強化 

３ 医療内容の充実 

○放射線療法の充実  

・広島がん高精度放射線治療センター（ＨＩＰＲＡＣ）の運営 

  新規治療患者数実績（610 人） 

・ＨＩＰＲＡＣ主催の実践的放射線治療人材育成セミナーの開催 

（全 8 回，982 人参加） 
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○施設緩和ケアの充実 

・緩和ケア病棟，緩和ケアチームの活動実績の把握，評価，公表 

・がん等の診療に携わる医師等に対する緩和ケア研修の実施：修了者数（累

計，R3.3 末現在），病院 3,452 人，診療所 408人 

○口腔ケアの推進 

・医科医療機関等を対象とした周術期口腔機能管理に関する研修等を実施

予定だったが，新型コロナウイルス感染症の影響で中止 

・周術期口腔機能管理体制の在り方等を県民に広く周知するため，周術期

口腔機能管理に関する県民公開講座を開催（１回，参加者 115 名） 

４ 在宅療養支援 

・在宅緩和ケア提供体制構築に向けた検討の場の設置状況：全圏域で設置 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第１節 がんなど主要な疾病の医療体制 

施策 指標等 実施状況 

②脳卒中

対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ 引き続き施策を継続

脳梗塞に対するt-PAによ
る脳血栓溶解療法適用患者
への10万人あたり同療法
実施件数

[Ｈ35]
8.6件以上

[Ｈ27]
8.6件

8.6件以上
[R1]
13.4件

全体的に順
調

引き続き施策を継続

（S）脳梗塞に対する脳血
栓内治療（経皮的脳血栓回
収術等）の実施可能な病院
数（10万人あたり）

[H35]
0.4施設以上

[H28]
0.4施設

0.4施設以上
[R1]
0.4施設

全体的に順
調

引き続き施策を継続

脳梗塞に対する脳血管内治
療（経皮的脳血栓回収術
等）の10万人あたり実施
件数

[H27]
7.6件以上

[H27]
7.6件

7.6件以上
[R1]
13.5件

全体的に順
調

引き続き施策を継続

救急要請から医療機関に収
容までの平均時間

[Ｈ35]
 39.4分以下

[Ｈ28]
 39.4分

39.4分以下
[R1]
39.8分

努力を要す
る

関係機関，医療機関
等との連携強化

重症以上傷病者の搬送にお
いて，医療機関に４回以上
受入れの照会を行った割合

[Ｈ35]
 3.0%以下

[Ｈ27]
3.0%

3.0%以下
[R1]
3.0%以下

全体的に順
調

努力を要す
る

病期に応じたリハビ
リ体制の強化

引き続き施策を継続

特定健康診査受診率
[Ｈ35]
 70.0%

[Ｈ27]
 45.3%

61.0%
[Ｈ30]
 50.1%

努力を要す
る

実施率向上に向けた
方策の検討

年齢調整死亡率
（10万人あたり）

[Ｈ35]
男性26.4
女性16.6

[Ｈ27]
男性33.7
女性19.0

現状値より改善

[Ｈ27]
男性33.7
女性19.0
５年毎の調査につき，データな
し

Ü

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

脳血管疾患退院患者平均在
院日数

[Ｈ35]
78.6日以下

[Ｈ26]
78.6日

78.6日以下
[Ｈ29]
76.5日

全体的に順
調

引き続き施策を継続

在宅等生活の場に復帰した
脳血管疾患患者の割合

[Ｈ35]
62.6%

[Ｈ26]
56.9%

62.6%
[Ｈ29]
56.6%
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【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

0 5,419 5,419 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制づくり 

(1) 脳卒中の発症予防 

①保健指導体制の充実 

ＮＨＫラジオ，新聞等を活用して情報発信を行い，特定健康診査の受診勧

奨及び特定保健指導を推進 

②患者やその家族等による脳卒中の発症の認識と救急要請等の実施 

日本脳卒中協会広島県支部主催の市民公開講座への参画により，関係団体

の取り組みを支援（R2はコロナ感染症により中止） 

(2) 急性期の医療機関への円滑な救急搬送 

・救急医療情報ネットワークシステムの更新延長（R3.12 まで） 

・県地域保健対策協議会に救急医療情報ネットワークシステムの見直しに係

るＷＧを設置し，搬送支援機能の強化に向けて検討（R3.3） 

(3) 急性期の医療連携体制の構築 

広島市域を中心として，脳血管内治療を必要とする患者を迅速に治療実施

可能な専門医療機関へ搬送して治療を行うために，「脳卒中の可能性」や

「脳卒中の病型」をインターネットで判定できるジャストスコアの運用継

続 

 

コ

サ

シ
脳血管疾患等リハビリテー
ション料の10万人あたり
届出施設数

[Ｈ35]
8.2施設以上

[Ｈ28]
8.2施設

8.2施設以上 8.8施設
全体的に順
調

引き続き施策を継続

地域連携クリティカルパス
に基づく診療計画作成等の
10万人あたり実施件数

[Ｈ35]
急性期 128.7件
回復期  89.2件

[Ｈ27]
急性期 53.7件
回復期 43.6件

現状値より改善

平成28年３月に当該指標の
基データである「地域連携
診療計画管理料」及び「地
域連携診療計画退院時指導
料」が廃止されたため，
データの取扱い無し。

Ü 引き続き施策を継続

（S）脳梗塞に対するｔ-
PAによる脳血栓溶解療法
の実施可能な病院数（10
万人あたり）

[H35]
0.7施設以上

[H28]
0.7施設

0.7施設以上
[R2]
0.6施設

比較的順調 引き続き施策を継続

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針
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２ 病期に応じたリハビリテーションが一貫して実施可能な体制づくり 

（急性期， 回復期，維持期・生活期） 

広島県地域リハビリテーション推進事業で指定している県リハビリテーショ

ン支援センターと広域支援センター，サポートセンターの体制を活かし，市

町が実施する地域ケア会議や住民運営の通いの場等へのリハビリテーション

専門職の関与を促進するとともに，介護予防・重度化防止を実践するリハビ

リテーション専門職を養成するための研修を実施 

３ 在宅療養が可能な体制づくり 

(1) 地域連携体制の構築 

・要介護者等の退院時の状況等を把握するための退院調整等状況調査や病

院，診療所，歯科医療機関，薬局，訪問看護事業所への医療機能調査を実

施し，結果等を県ホームページへ掲載 

・在宅医療推進医等を指導者とする同行研修への支援，地域包括支援センタ

ー等職員に対して自立支援型ケアマネジメント研修等の実施 

(2) 県内共通版地域連携クリティカルパスの普及促進 

・ＨＭネットに電子版パスを掲載し普及啓発を実施 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第１節 がんなど主要な疾病の医療体制 

施策 指標等 実施状況 

③心筋梗

塞等の心

血管疾患

対策 

【目標】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

引き続き施策を継続

「心筋梗塞・心不全手帳」
の活用（配布部数）

[Ｈ35]
累計70,000部

[Ｈ28]
累計30，461部

現状値より改善
[R2]
累計60,883部

比較的順調 引き続き施策を継続

外来心血管疾患リハビリ
テーションの10万人あた
り実施件数

[Ｈ35]
107.8件

[Ｈ27]
83.2件

現状値より改善
[R1]
122.8件

全体的に順
調

引き続き施策を継続

入院心血管疾患リハビリ
テーションの10万人あた
り実施件数

[Ｈ35]
238.0件

[Ｈ27]
163.4件

現状値より改善
[R1]
172.1件

比較的順調 引き続き施策を継続

重症以上傷病者の搬送にお
いて，医療機関に４回以上
受入れの照会を行った割合

[Ｈ35]
3.0%以下

[Ｈ27]
3.0%

3.0%以下
[R1]
3.0%以下

全体的に順
調

引き続き施策を継続

特定健康診査受診率
[Ｈ35]
70.0%

[Ｈ26]
45.3%

61.0%
[Ｈ30]
50.1%

努力を要す
る

実施率向上に向けた
方策の検討

大動脈瘤及び解離による年
齢調整死亡率

[Ｈ35]
男性 4.1
女性 1.8

[Ｈ27]
男性 4.6
女性 3.1

現状値より改善
※５年毎の調査につ
き，データなし

Ü

努力を要す
る

病期に応じたリハビ
リ体制の強化

引き続き施策を継続

心不全による年齢調整死亡
率

[Ｈ35]
男性16.5
女性12.4

[Ｈ27]
男性18.4
女性13.9

現状値より改善
※５年毎の調査につ
き，データなし

Ü 引き続き施策を継続

急性心筋梗塞による年齢調
整死亡率

[Ｈ35]
男性　16.2
女性　6.1

[Ｈ27]
男性　16.2
女性　6.9

現状値より改善
※５年毎の調査につ
き，データなし

Ü

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

虚血性心疾患退院患者平均
在院日数

[Ｈ35]
5.8日

[Ｈ26]
6.0日

現状値より改善
[Ｈ29]
5.4日

全体的に順
調

引き続き施策を継続

在宅等生活の場に復帰した
患者の割合

[Ｈ35]
96.6%

[Ｈ26]
95.5%

96.6%
[Ｈ29]
95.1%
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【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

5,832 7,328 1,496 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・心不全患者在宅支援体制構築事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 発症の予防が可能な体制づくり 

・ＮＨＫラジオ，新聞等を活用して情報発信を実施 

・特定健康診査の受診勧奨及び特定保健指導を推進 

２ 速やかな救命処置の実施と搬送が可能な体制づくり 

(1) 心血管疾患の救護等の普及・啓発 

・急性心筋梗塞等の心血管疾患の初期症状に気づくための啓発，発症時の

対応に関する情報提供等の推進 

(2) 急性期の医療機関への円滑な救急搬送 

①一般市民による救急蘇生 

・消防機関，市町等における AED（自動体外式除細動器）を含めた救急蘇生

法の講習会等の支援 

・急性心筋梗塞発生時及び再発時の応急処置に関する一般市民への普及啓

発の実施 [応急手当普及啓発講習会受講状況 R1 年度実績] 

・普通・上級救命救急受講者数 25,269 人 

・普通・上級救命救急講習会開催数 1,333 回 

②急性期の医療機関への円滑な救急搬送 

・救急医療情報ネットワークシステムの更新延長（R3.12 まで） 

・県地域保健対策協議会に救急医療情報ネットワークシステムの見直しに

係るＷＧを設置し，搬送支援機能の強化に向けて検討（R3.3） 

３ 速やかに疾患に応じた専門的診療が可能な体制づくり 

「心臓いきいき推進会議」（年３回開催）及び「心臓いきいきコアメンバー

会議」の開催（年２回開催） 

 

サ

シ

医療機関間の円滑な
連携の強化

虚血性心疾患に対する心臓
血管外科手術の10万人あ
たり同療法実施件数

[Ｈ35]
12.9件

[Ｈ27]
11.6件

現状値より改善
[R1]
6.9件

努力を要す
る

医療機関間の円滑な
連携の強化

急性心筋梗塞に対する経皮
的インターベンションの
10万人あたり同療法実施
件数

[Ｈ35]
171.3件

[Ｈ27]
143.7件

現状値より改善
[R1]
142.9件

努力を要す
る

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針
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４ 合併症予防や在宅復帰を目的とした心血管疾患リハビリテーションが可能 

な体制づくり 

入院患者及び退院前患者の多職種カンファレンスの実施と，退院後の食

事・服薬指導，運動療法等を多職種チームで支援し指導する仕組みづくり

の普及 

５ 在宅療養が可能な体制づくり 

(1) 広島県心不全患者在宅支援施設（心臓いきいき在宅支援施設）の設置  

・在宅での患者を支援する「心臓いきいき在宅支援施設」を設置し（R２年

度末 390 施設），心不全センター及び各地域心臓いきいきセンターによる

支援を実施 

(2) 地域心臓いきいきセンターの啓発活動 

・心不全患者及びその家族を対象とした「心臓病教室」の開催（開催回数 

計 98 回（R1 年 12 月末）， 参加人数 計 1,273 人），R２年度においては，

新型コロナウイルス感染症対策のため，R2.11 月から動画視聴により実施

（参加人数延べ 18 人） 

・在宅支援施設の医療・介護従事者の専門的な知識向上を目的としたオン

ラインによる専門研修（「キャラバン研修会」）の実施（開催回数１回） 

・各圏域の連携体制強化のためのオンラインによる症例検討会の実施（開

催回数１回） 

・市民公開講座については，新型コロナウイルス感染症対策のため中止 

(3)地域連携クリティカルパスの普及促進 

・心不全手帳の配布 

  配布数 8,009 部（R2 年度） 

  累計配布数 60,883 部（H23～R2 年度） 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第１節 がんなど主要な疾病の医療体制 

施策 指標等 実施状況 

④糖尿病

対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

295,327 328,653 33,326 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・健康ひろしま 21 推進事業 

・特定健康診査等負担金繰入金 

・ひろしまＤＭステーション構築事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 特定健康診査及びフォローアップ体制の充実 

○特定健康診査・特定保健指導の制度周知や受診勧奨 

・ホームページ，新聞，テレビ，ＮＨＫラジオ，Google，LINE 等 

○特定健康診査実施率向上に向けて，ＡＩ（人工知能）を活用した受診勧奨

の推進 

実施市町：20 市町 

○医療保険者に対し，特定健康診査とがん検診との同時受診を推進 

○県保険者協議会の取組 

①特定健康診査受診強化期間キャンペーンの実施 

②人材育成研修会の開催 

   基礎編受講者：96 人 

   技術編受講者：197 人（うち，web 受講 152 人） 

③ホームページを活用した情報提供 

   集合契約の状況，人材育成研修会の開催要領・研修資料 

○ひろしま健康づくり県民運動推進会議ホームページによる健康づくりイベ

ント等の情報提供 

○ひろしま健康づくり県民運動推進会議において，ひろしまウォーキングコ

ースの普及啓発，生活習慣病予防レシピの作成・公開，健康づくりを普及

ア

イ

ウ

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

実施率向上に向けた
方策の検討

特定保健指導実施率
［H35］
45%以上

［H27］
19.8%

35.1%
［H30］
25.6%

努力を要す
る

実施率向上に向けた
方策の検討

特定健康診査実施率
［H35］
70%以上

［H27］
45.3%

61%
［H30］
50.1%

努力を要す
る

市町の糖尿病性腎症
重症化予防事業の推
進

糖尿病性腎症による新規透
析導入患者の減少

［H35］
350人

※Ｈ27の１割減

［H27］
392人

H27比5.0%減少
［R1］341人
H27比13.0%減少

全体的に順
調
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促進する人材の育成等を実施 

〇市町など保険者による「健康づくりポイント事業」を情報発信し，市町な

どの取組を支援 

○市町が行う健康増進事業への財政支援 

○健康サポート薬局研修会の開催 

２ 重症化予防の取組の推進 

○国民健康保険団体連合会の一括契約による市町の糖尿病性腎症重症化予防

事業の取組の支援 

実施市町：県内 22 市町 

○広島大学が実施する「ひろしまＤＭステーション構築事業」に対する支援 

３ 医療提供体制の構築 

○広島県地域保健対策協議会糖尿病対策専門委員会を設置し，糖尿病の医療

連携体制を構築 

・糖尿病診療拠点病院（８個所）・糖尿病診療中核病院（９個所） 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第１節 がんなど主要な疾病の医療体制 

施策 指標等 実施状況 

⑤精神疾

患対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

シ

ス

セ

[H29]85%

Ü

努力を要す
る

圏域協議会におい
て，圏域の課題を整
理する。

精神病床における入院後６か月時
点の退院率

[H32]
84.0%

[H26]
79.0%

[R2]
84.0%

[H32]101人
[H36]383人

※実績把握のための
既存データなし。

努力を要す
る

圏域協議会におい
て，圏域の課題を整
理する。

[R2]
69.0%

[H29]63%

精神病床における入院後１年時点
の退院率

発達障害の診療を行う医師数
[H34]
228人

[H29]
158人

 [Ｈ30]172人

地域移行に伴う基盤整備量（65歳
未満利用者数）

Ü

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

精神病床における入院後３か月時
点の退院率

[H32]
69.0%

[H26]
63.0%

比較的順調 引き続き施策を継続

精神病床における慢性期（1年以
上）入院需要（患者数）

[H32]4,660人
[H36]3,921人

[H26]
5,232人

[R2]4,660人 [R2]4,775人 比較的順調

[R2]1,257人 [R2]1,474人

[H32]
90.0%

[H26]
88.0%

[R2]
90.0%

比較的順調 引き続き施策を継続

引き続き施策を継続

精神病床における慢性期入院需要
（65歳以上患者数）

[H32]2,859人
[H36]2,399人

[H26]
3,150人

[R2]2,859人

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

精神病床における急性期（3か月未
満）入院需要（患者数）

[H32]1,331人
[H36]1,330人

[H26]
1,437人

[R2]1,331人 [R2]1,414人
努力を要す
る

圏域協議会におい
て，圏域の課題を継
続検討

精神病床における回復期（3か月以
上1年未満）入院需要（患者数）

[H32]1,257人
[H36]1,294人

[H26]
1,414人

[R2]3,200人

Ü [R2]347人 Ü Ü

精神病床における慢性期入院需要
（65歳未満患者数）

[H32]1,801人
[H36]1,522人

[H26]
2,082人

[R2]1,801人 [R2]1,575人

精神病床における入院需要（患者
数）

[H32]7,248人
[H36]6,545人

[H26]
8,083人

[R2]7,248人 [R2]7,663人

引き続き施策を継続

努力を要す
る

圏域協議会におい
て，圏域の課題を整
理する。

自殺死亡率（人口10万人対）
[H32]
16.8人

[H28]
15.4人

[R2]
16.8人

[R１]
14.8人

全体的に順
調

引き続き施策を継続

Ü

地域移行に伴う基盤整備量（利用
者数）

[H32]347人
[H36]1,113人

比較的順調 引き続き施策を継続

[R2]101人 Ü

地域移行に伴う基盤整備量（65歳
以上利用者数）

[H32]246人
[H36]730人

Ü [R2]246人 Ü

[H29]75%

全体的に順
調

195人 比較的順調 引き続き施策を継続
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【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

122,881 172,099 49,218 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・精神科救急医療システム整備事業 
・いのち支える広島プラン推進事業 
・認知症医療・介護連携強化事業 
・精神障害者地域生活支援事業 
・アルコール健康障害対策推進事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１ 重層的な連携による支援体制の構築 

(1) 発症の予防及び早期発見・治療のための普及啓発 

○保健所等における相談・家庭訪問の実施 

○アルコール関連問題週間等における普及啓発（冊子「そのお酒，本当に

楽しい？」の作成配付） 

○かかりつけ医等を対象としたアルコール健康障害サポート医の養成 

○自殺予防週間，自殺予防月間における県・市町における普及啓発（新聞

広告，パネル展示等） 

(2) 地域で支え合えるような支援体制の整備 

 ○精神障害者地域生活支援協議会の開催 

○上記の圏域ごとの研修等の実施 

 (3) 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置  

 ○精神障害者地域生活支援協議会の開催 

○上記の圏域ごとの研修等の実施 

２ 長期入院精神障害者の地域生活への移行 

(1) 地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備 

 ○精神障害者地域生活支援協議会において，課題の共有と計画等の実施 

(2) 精神疾患の状態に応じて，訪問医療等の必要な医療を提供し，地域連携 

により地域生活や社会生活を支える体制の整備 

○精神障害者地域生活支援協議会の開催 

○上記の圏域協議会による研修等の実施 

○保健所等では，市町と連携し困難事例等のケース会議・家庭訪問等を実

施 

○医療と地域の支援者が連携するための退院後支援ガイドラインによる退

院後支援に着手 

(3) 障害福祉計画との連携 

 ○ピアサポーターの派遣や活用のあり方検討を整理 

３ 多様な精神疾患等ごとに医療機関の役割分担を整理 

(1) 認知症の発症・進行予防 

○県内全７圏域において認知症疾患医療センターを設置・運営 

○認知症疾患医療センターの適正配置等について検討会を開催 

 (2) 身体合併症患者への救急医療提供等 
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○精神科救急医療システムの運用 

・精神科救急医療施設 

・精神科救急医療センター 

・精神科救急情報センター 等 

(3) うつ病・自殺予防対策の強化 

○市町における自殺対策推進計画に基づく事業実施 

○市町及び保健所によるゲートキーパー養成研修の実施 

○自殺対策推進センターにおいて従事者研修会の開催等 

○圏域地対協において，連携会議・研修会等を開催 

○自殺未遂者支援事業の実施 

(4) 依存症に対応する体制の構築 

○依存症治療拠点機関による依存症（アルコール，薬物，ギャンブル等）

に関する医療従事者向け研修会の実施 

○精神科医等を対象とした広島県アルコール健康障害サポート医（専門）

の養成 

○依存症治療拠点機関による広島県依存症（アルコール，薬物，ギャンブ

ル等）専門医療機関の連携会議・研修会の実施 

○依存症（アルコール，薬物，ギャンブル等）専門医療機関を指定（令和

２年度は１機関を追加指定） 

 (5) 災害県拠点精神科病院の指定等 

○災害時における精神科医療体制（共助・公助）の検討 

○災害拠点精神科病院１機関を中心として，災害時における精神科病院間

の緊急連絡体制を整備 

 (6) 児童・思春期精神疾患の医療連携体制の構築 

○県地対協（精神疾患専門委員会）において，児童・思春期を含む精神疾

患ごとの拠点機能を検討し，県及び地域連携拠点機関案をとりまとめた 

 (7) 発達障害の医療連携体制の構築 

○地対協発達障害医療支援体制検討特別委員会を設置・開催 

○発達障害医療機関ネットワーク構築事業 

・陪席研修による診療医人材の育成，コメディカル研修 

○発達障害診療医養成研修会の実施 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第２節 救急医療などの医療連携体制 

施策 指標等 実施状況 

①救急医

療対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

集中治療室等で救急医療に従
事する医師，看護師の確保や
勤務環境の改善に向けた取組
を支援していく。

特定集中治療室のある病院
の10万人あたり病床数

[Ｈ35]
5.1床

[Ｈ26]
4.3床

現状値より増
[H29]
4.1床

努力を要す
る

データの取扱い無しのため，
中間見直しで指標から削除。

医師届出票（11）従事す
る診療科名等で主たる診療
科を「救急科」と届け出を
した医師の10万人あたり
人数

[Ｈ35]
2.4人

[Ｈ28]
2.0人

現状値より増
[H30]
2.2人

比較的順調 引き続き施策を継続

緊急入院患者における退院
調整・支援の10万人あた
り実施件数

［H35］
20.2件

[Ｈ27]
18.5件

現状値より増

平成28年３月に当該指
標の基データである
「救急搬送患者地域連
携紹介加算」が廃止さ
れたため，データの取
扱い無し。

Ü

消防機関，市町等が実施する
AEDを含めた救急蘇生法講習
会等の開催支援を働きかけて
いく。

一般診療所のうち，初期救
急に参画する施設の割合

[Ｈ35]
42.7%

[Ｈ26]
34.8%

現状値より増
[H29]
30.7%

努力を要す
る

医師会等を通じて一般診療所
に対し，初期救急への参画を
働きかけていく。

心肺機能停止傷病者全搬送
人員のうち，一般市民によ
り除細動が実施された10
万人あたり件数

[Ｈ35]
3.8件

[Ｈ28]
2.5件

現状値より増
[R1]
0.9件

努力を要す
る

全体的に順
調

引き続き施策を継続

引き続き施策を継続

三次救急医療機関における
救急搬送要請に対する受入
割合

[H35]
94.2%以上

[H28]
92.5%

現状値より増
[R2]
89.4%

努力を要す
る

救命救急センターの運営を支
援し，患者の受入体制を強化
していく。

重症以上傷病者の搬送にお
いて，医療機関に４回以上
受入れの照会を行った割合

[Ｈ35]
3.0%以下

[Ｈ27]
3.0%

3.0%以下
[R1]
3.0%

全体的に順
調

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

心肺機能停止患者の一か月
後の生存率

[Ｈ35]
11.7%以上

[Ｈ28]
11.7%

現状値より増
[R1]
13.7%

全体的に順
調

引き続き施策を継続

心肺機能停止患者の一か月
後社会復帰率

[Ｈ35]
6.8%以上

[Ｈ28]
6.8%

現状値以上
[R1]
11.2%
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【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

495,710 1,300,760 805,050 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・救急搬送受入体制確保事業 
・救急医療コントロール機能運営事業 
・救命救急センター運営事業 
・ドクターヘリ事業 

 

１ 適切な病院前救護活動が可能な体制づくり 

(1)地域住民の救急医療への理解・救急蘇生法の実施等 

「救急の日」関連事業（啓発事業） 

・マツダスタジアムで，救急車の適正利用等に係るリーフレット配布 

(2)ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の普及・啓発 

・消防機関，市町等における AED（自動体外式除細動器）を含めた救急蘇

生法の講習会等の支援 

・急性心筋梗塞発生時及び再発時の応急処置に関する一般市民への普及

啓発の実施 [応急手当普及啓発講習会受講状況 R1 年度実績] 

・普通・上級救命救急受講者数 25,269 人 

・普通・上級救命救急講習会開催数 1,333 回 

２ 救急医療機関への円滑な搬送と医療機関における受入体制の確保 

(1)迅速・円滑な救急医療機関への患者搬送 

県メディカルコントロール協議会（R2.6,R2.12）において新型コロナウイ

ルス感染症を疑う救急患者に係る受け入れ困難解消に向けた対応策を協議 

(2)傷病者の疾病や症候に合った円滑な搬送と受入体制の確保 

新型コロナウイルス感染症疑い患者を診療する受入医療機関の登録リスト

を作成し，各消防機関へ周知 

(3)救急医療情報ネットワークシステムの改修による機能強化 

県地域保健対策協議会に救急医療情報ネットワークシステムの見直しに係

るＷＧを設置し，搬送支援機能の強化に向けて検討（R3.3） 

(4)ドクターヘリ等による救急医療・救急搬送 

・ドクターヘリ基地病院への運営費を助成 

・ドクターヘリの適切な運航と効果的な活用に向けて，関係医療機関や

消防機関とともに症例検討会を実施 
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３ 重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制づくり 

(1)患者の状態に応じた適切な救急医療体制の提供 

○初期救急…救急医療情報ネットワークシステムにより，在宅当番の医療

機関や対応可能な診療科等をインターネットに掲載 

○二次救急…救急医療の協力医療機関を県報に告示（救急告示） 

○三次救急…運営費や施設・設備整備費助成等により運営を支援 

(2)救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備 

○初期救急…救急医療情報ネットワークシステムにより，在宅当番の医療

機関や対応可能な診療科等をインターネットに掲載 

○二次救急…救急医療の協力医療機関を県報に告示（救急告示） 

○三次救急…運営費や施設・設備整備費助成等により運営を支援 

(3)救急医療に係る医療機関等の連携の促進 

救急搬送・受入困難事案の解消に向け，救急搬送体制の現状や課題を把握

し，圏域の特性を踏まえた救急医療体制の検討や県空床確保事業の実施 

(4)診療科や地域における救急医療体制 

○広島市を中心とした広島都市圏における救急医療体制 

・搬送データや課題の分析，医療機関に対する指導を行い，救急医療体制

の充実を図るため，メディカルコントロール（MC）協議会に MC 医師を設

置 

○県東部における救急医療体制 

・[広島・岡山]県境を越えた医療広域連携会議について，新型コロナの感

染状況等を踏まえて感染見送り 
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４ 救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能な体制づくり 

(1)救命救急医療機関等から回復期の病棟や在宅等への転院を受け入れる体

制づくり 

〇要介護者等の退院調整等状況調査や病院，診療所，歯科医療機関，薬局，

訪問看護事業所への医療機能調査の実施 

 ※調査結果は県ホームページに掲載 

〇高齢者の救急搬送及び退院支援に係る調査を行い，課題の洗い出しを実

施 

(2)ＨＭネットの普及と関係機関等における診療情報や治療計画の共有 

○電子版命の宝箱の普及の取組 

 ・広島市安佐地区消防管内において，電子版命の宝箱の登録者に対する

救急搬送時のデータ活用の試行，アンケート調査による意見聴取 

〇ＨＭネットの利便性向上に向けたシステム改修等の取組 

 ・開示情報項目の拡充（画像情報の集約） 

・ネットワーク機能維持に係るシステム構築・更新（ファイル開示相談

システム機能改修，救急支援・災害対策システム機能改修） 

・集約管理型サーバ導入（集約型開示への移行促進） 

〇医療機関のＨＭネット加入の取組 

・参加呼びかけの営業活動により，新たに開示病院へ 2機関が加入（延

べ 40 機関） 

・東広島市の医療機関が開示病院に参加予定としたことを受け，広島中

央圏域を対象とした HMネット説明会を開催（60 機関が参加） 

・胃内視鏡検査従事者研修会における，胃がん検診での二重読影への活

用事例紹介 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策として，テレビ会議システムの

活用周知 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第２節 救急医療などの医療連携体制 

施策 指標等 実施状況 

②災害医

療対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

19,338 325,617 306,279 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・災害医療体制確保事業 
・医療施設整備費補助金（医療施設等耐震整備事業） 
・医療施設整備費補助金（地域災害拠点病院設備整備事業） 
・精神保健福祉関係事業（うちＤＰＡＴ関係分） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 医療救護活動体制の強化 

〇都道府県災害医療コーディネーター研修 

〇医療従事者災害対応研修（８月） 

 

２ 災害拠点病院の体制強化 

○災害拠点病院における施設整備 

３ 災害時における公的支援の在り方と精神科病院等の体制強化 

○災害時における精神科病院間の緊急連絡体制を整備 

４ 災害拠点病院以外の病院の機能強化 

〇県独自の BCP 策定研修（３月） 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

引き続き施策を実施

災害時の医療チーム等の受入を
想定し，関係機関との連携の確
認を行う災害実動訓練を実施し
た災害拠点病院の割合

[H35]
100%

[H29]
78%

[R5]
100%

74%※
努力を要す
る

訓練未実施の災害拠
点病院に対し，働き
かけを強化

ＥＭＩＳの操作を含む訓練・研
修の実施した二次保健医療圏の
数

[H35]
７圏域

[H29]
２圏域

前年度比増 ４圏域 比較的順調

目標達成済みのた
め，中間見直しで指
標から削除

業務継続計画（ＢＣＰ）に基づ
き，被災した状況を想定した院
内訓練・研修を実施した災害拠
点病院の割合

[H35]
100%

[H29]
0%

100% 100%
全体的に順
調

Ü

災害拠点病院における業務継続
計画（ＢＣＰ）の策定率

[H35]
100%

[H29]
11%

100% 100%
全体的に順
調

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

ＤＭＡＴのチーム数
[H35]
36チーム

[H29]
29チーム

[R5]
36チーム

31チーム
努力を要す
る

引き続き施策を実施

ＤＰＡＴのチーム数
[H35]
10チーム

[H29]
3チーム

[R5]
10チーム 22チーム

全体的に順
調

引き続き施策を実施
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５ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成・強化 

〇DMAT ブラッシュアップ研修（10 月・３月） 

６ 災害時の情報把握の強化 

○ＥＭＩＳ（広域災害・救急医療情報システム）情報連携強化研修・訓練の

開催支援 

・地対協が開催するＥＭＩＳ研修・訓練への財政支援を実施（広島市連合

地対協【１圏域３回】） 

〇災害診療記録（J-SPEED）の活用方法の習熟に資する研修動画を作成 

７ 広域医療搬送等の体制強化 

〇政府主催の大規模地震時医療活動訓練（９月） 

８ 圏域における災害対応の強化 

〇地域災害医療コーディネーター要綱整備 

９ 災害時を見据えた小児・周産期医療体制の強化 

災害時小児・周産期リエゾンを新たに５名養成 

（産科医２名，小児科医２名，行政１名） 

10 特殊災害への対応強化 

○国のＮＢＣ災害・テロ対策研修への受講を募り，救命救急センターを有す

る１病院が受講 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第２節 救急医療などの医療連携体制 

施策 指標等 実施状況 

③へき地

医療対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

597,099 662,307 65,208 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・広島県地域医療支援センター運営事業 
・広島大学医学部寄付講座運営事業 
・広島県医師育成奨学金貸付金 
・広島県医師育成奨学金貸付金（一般募集） 
・地域医療体制確保事業（へき地医療等） 
・医療施設整備費補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ へき地医療支援体制の維持・強化 

 (1) へき地医療拠点病院への支援と機能強化 

・へき地医療支援機構運営委員会の開催（１回）による関係機関の連携強

化 

・へき地医療拠点病院の運営（９施設）・設備整備（４施設）への支援 

 (2) へき地診療所への支援 

・へき地診療所の運営（１施設）・設備整備（２施設）への支援 

(3) へき地等の歯科医療体制の確保 

・質の高い在宅歯科医療を担う歯科医師・歯科衛生士の養成 

・歯科衛生士が不足している中山間地域等への就業を希望する歯科衛生士

養成校の学生に対する奨学金貸与（６名） 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

13施設 比較的順調
へき医療拠点病院・支援病
院数

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

[R3.4.現在]
72.0%

全体的に順
調

引き続き施策を継続

[R5]
1,708.6人以上

[H30]
1,662.2人

全体的に順
調

引き続き施策を継続

引き続き施策を継続

[R4]
203.4人以上

[H30]
195.1人

引き続き施策を継続

引き続き施策を継続

現状を維持し，必要に
応じて増加させる

18施設 比較的順調 引き続き施策を継続

必要に応じて増加させ
る

必要に応じて増加させ
る

[H29.4]
11施設

へき地医療拠点病院間の連
携強化（関係病院間の医師
派遣回数/年）

[H35]
　600回

[H28実績]
480回

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

医師数（過疎市町の人口
10万人対医療施設従事医
師数）

[H34]
203.4人以上

[H28]
190.5人

全体的に順
調

引き続き施策を継続

[R5]
　600回

[Ｒ元]
543回

全体的に順
調

へき地診療所数
現状を維持し，必要に
応じて増加させる

[H29.4]
19施設

看護職員数（過疎市町の人
口10万人対医療施設従事
看護職員数）

[H35]
1,708.6人以上

[H28]
1,651.2人

歯科医師数（過疎市町の人
口10万人対医療施設従事
歯科医師数）

[H34]
67.9人以上

[R4]
67.9人以上

[H30]
71.7人

全体的に順
調

自治医大卒業医師県内定着
率

[H35]
75.0%

[H28末]
70.5%

[R5]
75.0%

[H28]
67.9人

「ふるさとドクターネット
広島」登録者数

[H35]
3,137人

[H28末]
2,297人

[R5]
3,137人

[R3.3末現在]
2,856人

全体的に順
調

引き続き施策を継続
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・へき地医療対策費（へき地等巡回診療費） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (4) 情報通信技術の活用支援 

・へき地医療拠点病院における遠隔読影ネットワークによる診療支援や Web

会議システムを活用した診療セミナー開催への支援（４施設） 

 (5) アクセスの確保 

  ・瀬戸内海巡回診療船・済生丸の運営費の支援 

２ 医師等医療従事者の確保・育成 

(1) 自治医科大学による医師の育成・派遣 

・中山間地域医療機関への県所属医師派遣：（R２）21 名 

・自治医大への本県出身新入生：（R２）２名 

(2) 広島大学ふるさと枠等による医師の育成・配置 

  ・県奨学金新規貸与者：（R２）22 名 

・県奨学生医師の中山間地域への配置：（R１）30 名 

(3) プライマリ・ケア医の採用・派遣 

・採用等なし（希望者がいなかったため。） 

※過年の研修制度利用者：１名（現在，へき地診療所へ勤務） 

(4) 拠点病院等による人材育成等 

・へき地医療拠点病院による研修開催への支援 

・芸北，備北，東部における地域ぐるみの広域的人材育成（研修開催等）

への支援 

(5) 地域医療支援センターによる医師確保対策と定着促進 

・臨床研修医確保に向けた関係医療機関への支援（合同説明会への参加，

指導医養成講習会参加支援） 

・県内就業紹介・斡旋：（R２）13名（※うち中山間５名） 

(6) 看護職員の確保・育成 

  ・県立三次看護専門学校推薦入学における過疎地域居住者枠による募集 

３ へき地医療対策の推進体制 

(1) 医療活動と人材確保・育成の一体的な推進 

 ・へき地医療支援機構運営委員会の開催（１回） 

(2) 市町の取組への支援等 

・へき地診療所の運営（１施設）・設備整備（２施設）への支援 

(3) 住民への啓発 

  ・市民公開講座の開催（コロナの影響等により未実施） 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第２節 救急医療などの医療連携体制 

施策 指標等 実施状況 

④周産期

医療対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

198,543 287,370 88,827 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・産科医等確保支援事業（分娩手当，後期臨床研修医手当，新

生児担当医手当） 
・周産期母子医療センター運営支援事業 
・広島県周産期医療システム運営事業 
・女性医師等就労環境整備事業 
・助産師確保対策事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 医療従事者の確保 

(1) 医師 

・広島県医師育成奨学金による入学者（人材）の確保 

・女性医師等就労環境整備事業（31 施設），産科医等確保支援事業（45施

設）及び助産師確保対策事業による就業環境の整備を実施 

(2) 助産師 

・広島県助産師修学資金貸付による県内就業者（８名）の確保 

(3) 周産期関係者研修 

・新生児蘇生法に関する研修を実施した。 

（回数：計 5 回 52 名，場所：広島市立広島市民病院 他） 

２ ハイリスク妊娠・分娩等への対応 

(1) 医療機能に応じた役割分担 

・周産期医療情報ネットワークの運営による情報共有の実施 

(2) 周産期医療施設間の連携体制の構築 

ア

イ

ウ

エ

引き続き施策を継続

0.8
〔H27～R元〕
1.0
（※全国3.4）

比較的順調 引き続き施策を継続

〔H27～R元 全国〕
3.5以下

〔H27～R元 広島県〕
3.6

比較的順調

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

分娩取扱施設に勤務する産
科及び産婦人科医師数

15歳～49歳の女性人
口10万人あたりの医師
数を全国平均まで増加
させる

［H26］
病院　　18.9人
診療所   7.7人
※全国　病院23.4人，
診療所   8.4人

［H29 全国］
病院　　24.1人
診療所   8.3人

妊産婦死亡率
直近５年間での平均値
を現状値で維持する

［H24～H28］
0.8
※全国　3.5

周産期死亡率
直近５年間での平均値
を全国平均値以下で維
持する

［H24～H28］
3.5
※全国　3.8

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

［H29 広島県］
病院　　17.9人
診療所   7.1人

努力を要す
る

周産期医療協議会等
で具体策を検討

助産師数
前回調査より増加させ
る

［H28］
654人

前回調査より増加させ
る

[H30]
678人

全体的に順
調

引き続き施策を継続



25 
 

・周産期医療情報ネットワークの運営による情報共有及び周産期医療施設

間の連携会議の実施 

(3) 周産期母子医療センターの充実 

・周産期母子医療センター運営支援事業（7機関）による運営の充実支援の

実施 

(4) 搬送受け入れ体制の強化 

・周産期医療情報ネットワークの運営による搬送受入情報の共有や搬送体

制の確保 

３ 新生児への対応 

(1) 関連診療科との連携体制の構築 

・関係診療科との医療連携体制を確保 

(2) ＮＩＣＵの整備 

・ＮＩＣＵ整備は 67 床で，出生数１万人当たり 30 床となり，国指針目標

数（25～30 床）を確保（R1.4 現在） 

(3) ＮＩＣＵ長期入院児支援 

・ＧＣＵを 86 床整備（R1.4 現在） 

・重症心身障害児施設は県内 9施設 

４ 災害時を見据えた周産期医療体制 

・災害時小児周産期リエゾンを 5名養成（累計 15 名（行政職員を含む）） 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第２節 救急医療などの医療連携体制 

施策 指標等 実施状況 

⑤小児 

医療対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

201,393 229,035 27,642 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・小児救急医療確保対策事業 
・県東部小児二次救急医療体制確保事業 
・小児救急医療電話相談事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 小児科医の確保と人材育成 

・広島県医師育成奨学金による入学者（人材）の確保 

・女性医師等就労環境整備事業（31 施設）による就業環境の整備を実施 

・岡山大学医学部に寄附講座を設置 

２ 小児救急医療体制 

(1) 初期小児救急医療体制の強化 

・在宅当番医制や休日夜間急患センターによる体制の確保 

・新生児蘇生法の講習会の実施（計 5回 52 名） 

(2) 二次救急医療体制の充実と三次救急医療との連携強化 

・小児救急医療拠点病院運営事業（3医療機関）及び小児救急医療支援事業

（4地域）への運営費補助 

・搬送体制の確保等について県境を越えた連携 

３ 小児救急医療電話相談事業 

・小児救急医療電話相談（365 日，19：00～翌 8：00）の実施 

相談件数 17,313 件（R2 年度） 

ア

イ

ウ

エ

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

引き続き施策を継続

幼児死亡率
直近５年間での平均値
を全国平均値以下で維
持する

［H24～H28］
0.53
※全国  0.54

〔H27～R元〕
0.49

〔H27～R元〕
0.50

比較的順調 引き続き施策を継続

乳児死亡率
直近５年間での平均値
を全国平均値以下で維
持する

［H24～H28］
2.0
※全国  2.1

〔H27～R元〕
1.9

〔H27～R元〕
2.0

比較的順調

小児死亡率
直近５年間での平均値
を全国平均値以下で維
持する

［H24～H28］
0.22
※全国  0.23

〔H27～R元〕
0.21

〔H27～R元〕
0.22

比較的順調 引き続き施策を継続

小児科医師数
（主たる診療科）

小児人口10万人あたり
医師数を全国平均まで
増加させる

［H28］
病院 　51.8人
診療所 43.7人
※全国　病院63.4人，
診療所  40.3人

［H30 全国］
病院 　66.5人
診療所 42.1人

［H30 広島県］
病院 　56.0人
診療所 45.2人

全体的に順
調

引き続き施策を継続
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・普及カードを作成し，市町を通じて母子健康手帳と同時配付 

（約 30,000 枚） 

４ 医療的ケアを必要とする児の療養体制 

・ＮＩＣＵは 67床，ＧＣＵは 86床整備（R1.4 現在） 

・重症心身障害児施設は県内 9施設 

５ 災害時を見据えた小児医療体制 

・災害時小児周産期リエゾンを 5名養成（累計 15 名（行政職員を含む）） 

６ 県民への情報提供と啓発 

・県ホームページ等による適正な受療行動等の普及・啓発 

・小児救急電話相談事業の実施により急病時の対応にかかる適正な受療行

動等の助言 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第３節 在宅医療と介護等の連携体制 

施策 指標等 実施状況 

在宅医療

対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

引き続き施策を継続

[R2]
90%

[H29]
48.8％

努力を要す
る

退院調整等状況調査
の継続実施

比較的順調 引き続き施策を継続

[R2]
11か所

８か所
努力を要す
る

[R2]
897か所

[H29]
691か所

努力を要す
る

医療機能調査の継続
実施

[R2]
4,047人

3,996人

努力を要す
る

医療機能調査の継続
実施

比較的順調

[R2]
39か所

48か所

医療機能調査の継続
実施

[R2]
97か所

[H29]
74か所

引き続き質の高い在
宅歯科医療を担う歯
科医師，歯科衛生士
の養成に取り組む。

288施設 234施設
努力を要す
る

[R2]
161か所

[H29]
146か所

比較的順調 引き続き施策を継続

[R2]
9か所

[H29]
12か所

比較的順調 引き続き施策を継続

全体的に順
調

引き続き施策を継続90名 110名

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

在宅医療の質向上のための知
識・技能を習得し，多職種連
携研修を修了した薬剤師数

［H35］
510名

Ü

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

在宅看取り数
[H32]
4,047人

[H29]
3,557人

訪問診療を実施している診療
所数

[H32]
897か所

退院支援担当者を配置してい
る病院の割合

[H32]
90%

[H26]
45.5%

在宅療養後方支援病院数
[H32]
11か所

[H26]
9か所

[H26]
721か所

在宅療養支援病院数
[H32]
39か所

[H26]
31か所

訪問診療を実施している病院
数

[H32]
97か所

[H26]
81か所

[H28]
248施設

[H26]
128か所

在宅看取りを実施している病
院数

[H32]
9か所

[H26]
7か所

在宅療養支援歯科診療所数
[H32]
288施設

在宅看取りを実施している診
療所数

[H32]
161か所
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【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

15,188 24,326 9,138 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・広島県地域包括ケアシステム強化推進事業の一部 
・在宅医療推進実践同行研修事業 
・在宅歯科医療推進のための歯科医師・歯科衛生士の資質向上 

事業 
・薬剤師の多職種連携に係るスキルアップ事業 
・訪問看護の機能強化事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 在宅医療提供体制の整備 

(1) 退院支援から看取りまで切れ目のない在宅医療提供体制の構築 

○退院調整等状況調査（医療機関を退院した要介護者等の退院時の状況等）

を実施  ※調査結果は県ホームページへ掲載 

○HM ネットのテレビ会議システムや，在宅医療介護支援ツール等，多職種

連携に活用できる機能を医療機関や介護事業所に周知 

(2) 市町への支援及び関係機関との連携 

○各市町の在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（７月１日時点）を

実施 

○在宅医療・介護連携推進事業における評価指標等の設定や評価の実施に

関するアンケート調査を実施（厚生労働省調査） 

２ 訪問診療等の充実 

(1) 在宅医療，在宅看取りに取り組む医師の育成 

○県医師会と連携し，在宅医療に取り組む医師，ケアマネジャー，訪問看

護師等に対し，困難事例などの対処方法等の研修を県医師会ホームペー

ジに掲載 

○がん等の診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催 

（診療所医師 17名修了） 

(2) 医療連携，医療・介護連携の推進 

○医療機能調査を実施  ※調査結果は県ホームページに掲載 

○圏域地対協在宅医療・介護連携会議や市町多職種連携会議で活用を依頼 

 

サ

シ
 
22市町

比較的順調

[R5]
０市町
０日常生活圏域
※サテライト設置や医
療機関・他地域ステー
ションからの訪問によ
るカバーも含む

 
０市町
０日常生活圏域
※サテライト設置や医
療機関・他地域ステー
ションからの訪問によ
るカバーも含む

全体的に順
調

空白地域が存在しな
い状態の維持に向け
た関係市町との協議
の実施

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

訪問看護ステーション空白地
域数

[H35]
０市町
０日常生活圏域
※サテライト設置や医
療機関・他地域ステー
ションからの訪問によ
るカバーも含む

[H29]
12市町
32日常生活圏域

ACPの普及啓発を実施してい
る地域

［H32］
23市町

［H29］
12市町

在宅医療・介護連携
推進事業調査の継続
実施

［R2］
23市町
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３ 訪問歯科診療の充実 

○認知症患者等の歯科保健医療サービス提供困難者に対応できるスペシャ

ルニーズ歯科診療医等を養成するための研修を実施（全８回，８名参加） 

○認知症患者等の口腔機能向上のため，口腔ケアや食支援を行うことがで

きる歯科医師等を養成するための研修を実施（３回，計 13名参加） 

○在宅歯科医療連携室の令和元年度活動状況，連携状況等を調査 ※調査

結果を市町等へ周知 

 

４ 訪問薬剤管理指導の充実 

(1) 在宅医療を担う薬剤師の育成 

○多職種との連携関係研修会を実施（110 名修了） 

(2) 未就業薬剤師の研修 

○未就業薬剤師への研修実施（７回 11 名） 

(3) 医療・衛生材料の供給体制の整備 

○かかりつけ薬剤師・薬局推進に向けて広島県薬事審議会開催（１回） 

(4) 在宅訪問薬局相談窓口の機能強化による連携強化 

○退院時カンファレンス等メンター制度実現に向けた検討会を実施（３回） 

○在宅推進に向けた研修会（１回 薬剤師 66 名，ケアマネジャー23 名） 

 

５ 訪問看護の充実 

(1) 訪問看護ステーション空白地域における訪問看護体制の構築 

○市町と連携し，地域の実情に応じた訪問看護提供体制の構築による空白

地域の解消に向けた取組を進めた。 

(2) 訪問看護ステーションが経営的に安定し，訪問看護を継続して提供する 

ための支援 

○訪問看護ステーション管理者等を対象としたマネジメント力向上研修会

の開催を予定していたが，新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観

点から実施を見合わせた。 

(3) 多様な利用者へ訪問看護を提供するための支援 

○看取りやケースマネジメント等に関する訪問看護ステーションからの依

頼に応じた専門・認定看護師による相談支援の実施(5 事業所が参加) 

○訪問看護に関する圏域ごとの課題を抽出し，それに対応する看護技術研

修の実施（二次保健医療圏３圏域で 4回開催，参加者 81 名） 
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６ 医療と介護の連携  

○介護予防活動普及展開事業においてアドバイザーを派遣 

○自立支援型ケアマネジメント研修の実施 

７ 在宅医療に関する情報提供の推進 

○医療機能調査を実施  ※調査結果は県ホームページに掲載 

８ 人生の最終段階における自己決定  

(1) ＡＣＰの普及促進 

○ＡＣＰ普及推進員の養成研修を実施 ※広島会場・福山会場各１回（参

加者 84 名） 

(2) 高齢者施設での看取りの促進 

○県地域包括ケア推進センターホームページに「特別養護老人ホームの看

取りのために～質向上のための指針～」を掲載 
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第２章 安心できる保健医療体制の構築 

第４節 医療に関する情報提供 

施策 指標等 実施状況 

患者の医

療に関す

る選択支

援 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

472 597 125 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・医療機能情報提供事業 

 

 

 

 

 

 

 

１ 医療機能情報の提供 

医療機関の医療機能に関する情報を「広島県救急医療情報ネットワークシス

テム」に登録し，県ホームページで情報提供 

○医療機関からの報告率 

（令和２年度定期報告分（令和元年度実績）） 

病院：97.5％，医科診療所 92.4％， 

歯科診療所：90.0％，助産所：87.2％ 

２ 患者視点に立った医療の提供 

○医療相談窓口設置状況（医療情報の提供に係る対応含む） 

 病院の 87.3％，医科診療所の 9.3％，歯科診療所の 15.7％ 

○セカンドオピニオンのための診療に関する情報提供の実施状況 

 病院の 58.2％，医科診療所の 28.8％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ア

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

医療機能情報の報告率 報告率の向上
［H28］
88.5%

報告率を向上させる ［R1］91.8% 比較的順調 引き続き施策を継続
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

①原爆被

爆者医療

対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

802,457 998,707 196,250 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・原爆被爆者健康診断費 
・法外援護事業（利用助成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 被爆者健康診断内容の充実強化 

令和２年７月に広島・長崎原爆被爆者援護対策促進協議会を通じて，被爆者

健康診断内容の充実強化を国に要望 

２ 被爆者の医療・介護サービスの提供 

 医療費や介護サービスの一部負担に対する公費負担を実施 

３ 被爆者医療のための提供体制 

病院・診療所の被爆者医療への参加・協力を促進し，被爆者医療機関による

適切な受診体制の環境整備を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

全体的に順
調

・今後も，未指定を
含む全医療機関に情
報提供等を行い，被
爆者医療への参加・
協力を求める。

一般疾病医療機関指定率(病
院・診療所)
※県内の保険医療機関等の
総数に占める一般疾病医療
機関の割合

［H35］
98.1%

［H28］
89.1%

93.6% 94.1%
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

②障害保

健対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

4,730,901 4,995,661 264,760 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・重度心身障害児(者)医療費公費負担事業費 
・育成医療給付費 
・更生医療給付費 
・発達障害者支援センター運営事業 
・発達障害地域支援体制推進事業 
・医療型短期入所施設補助事業 
・医療的ケア児等在宅支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 障害児・者に対する医療と福祉 

 (1) 自立支援協議会の活用等 

○広島県障害者自立支援協議会の開催 

(2) 重層的な発達支援体制の整備 

○発達障害地域支援体制推進事業の実施 

・市町，事業所等への助言・指導 

・発達障害関係研修(基礎，スキルアップ，教育機関向)304 名 

○発達障害児（者）診療医養成研修の実施 

・受講実人数（医師）：26 名 

○県発達障害者支援センターの運営 

・相談支援実人数：343 名 

○家族支援体制の整備 

・ペアレントメンター養成研修中止のため養成者数０名 

・ペアレント・メンターコーディネーター６名養成 

・ペアレント・トレーニング実施者養成研修実施 27 名養成 

 

 

 

ア

イ

ウ

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

引き続き施策を継続

療養介護のサービス量
[Ｈ32]
677人分

[Ｈ28]
641人分

677人/月 640人/月 Ü
市町と情報を共有
し，必要な助言を
行っていく。

発達障害の診療医師数
[Ｈ34]
228人

[Ｈ29]
158人

[Ｈ30]
172人

195人 比較的順調

市町と情報を共有
し，必要な助言を
行っていく。

短期入所のサービス量

[Ｈ32]
14,726人日分
※短期入所の目標値は
福祉型，医療型等を含
めた目標値

[Ｈ28]
11,834人日分

14,726人日/月 12,656人/月 Ü
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(3) 発達障害の支援連携体制の構築 

○発達障害医療機関ネットワーク構築事業 

・陪席研修による診療医人材の育成，機能強化 

・コメディカルスタッフ，地域ネットワーク構築のための研修 

(4) 医療的ケア児の支援連携体制の構築 

○広島県障害者自立支援協議会医療的ケア児等支援部会の開催 

医療的ケア児等支援部会により，医療的ケア児等の支援方策等について

協議 

２ 障害児・者に対する高度で専門的な医療ニーズ 

（県立障害者リハビリテーションセンターの医療体制の充実） 

○県立医療型障害児入所施設整備事業の実施 

県立医療型障害児入所施設（わかば療育園，若草療育園，若草園）の移

転・改修等に必要な工事の実施 

３ 療養体制 

○県立医療型障害児入所施設整備事業の実施 

県立医療型障害児入所施設（わかば療育園，若草療育園，若草園）の移転・

改修等に必要な工事の実施 

〇医療型短期入所施設補助事業の実施 

 病床を活用した医療型短期入所事業を新たに実施する医療機関（２病院）

に対する補助 
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

③感染症

対策 

【目標】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

626,251 946,866 320,615 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・広島県感染症・疾病管理センター事業 
・結核予防活動費 
・結核対策特別促進事業 
・結核医療費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 感染症 

(1) 感染症の発生予防対策の充実 

・感染症発生動向調査による感染症情報の提供 

・サーベイランス体制の整備・強化 

(2) 感染症の医療提供体制の充実 

・医療者及び行政担当者等向けの訓練及び研修会の開催 

・医療体制の整備 

 

 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ
［H30］
45.4%

全体的に順
調

引き続き施策を継続

引き続き施策を継続

引き続き施策を継続肝炎ウイルス検査受検率

治療失敗・脱落率
［H32］
5%以下

［H27］
5.6%

5%以下
［H30］
2.0%

全体的に順
調

肝がんによる75歳未満年
齢調整死亡率

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

引き続き施策を継続

［H33］
5.6

［H27］
6.6

5.7
［H30］
5.8

全体的に順
調

［H32］
95%以上

［H27］
93.9%

95%
［H30］
99.6%

全体的に順
調

［H27］
11.4

9
［Ｒ1］
10.1

比較的順調

［H33］
55%

［H27］
39.2%

50.00%

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

引き続き施策を継続

結核罹患率
［H32］
9以下

新型コロナウイルス
感染症対応のため
チーム数を増設

専門研修受講率
［H35］
100%

［H27］
０%

100% 100%
全体的に順
調

引き続き施策を継続

医療支援チーム編成数
［H35］
７チーム

［H27］
０チーム

７チーム 12チーム
全体的に順
調

ＤＯＴＳ実施率（全結核患
者に対して）
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・エイズ予防対策費 
・肝炎ウイルス検査・治療費助成事業 
・肝炎対策事業 
・「がん対策日本一」推進事業（ウイルス性肝炎対策事業） 

２ 結核 

(1) 早期発見・早期治療によるまん延防止 

・高齢者に重点を置いた取組の推進 

・結核患者接触者への健康診断（接触者健診） 

(2) 患者の生活環境に応じた医療・支援 

・服薬治療を完遂させるための地域 DOTS（服薬支援）の実施 

・結核患者の通院治療費及び入院費の公費負担 

・私立学校等が実施する結核定期健康診断への補助 

(3) 外国人に対する結核対策 

・外国人患者の治療支援体制の強化 

３ エイズ 

(1) 予防知識の普及・偏見差別の解消 

・街頭キャンペーン及びイベント実施による啓発活動の実施 

・エイズカウンセラーの派遣 

(2) 利便性の高い検査窓口の充実 

・エイズ相談・HIV 抗体検査の実施 

(3) 長期療養体制の整備 

・中四国ブロック拠点病院連絡協議会等による医療水準の向上及び人材

育成 

４ 肝炎 

(1) 新たな感染の防止 

・肝炎の感染予防に関する認知度アンケート調査の実施による正しい

知識の普及啓発 

アンケート回答者数 1,000 名 

(2) 肝炎ウイルス検査の受検促進 

・日本肝炎デー啓発イベントによる肝炎ウイルス検査受検勧奨啓発 

 ※新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止 

・無料肝炎ウイルス検査の実施 

 受検者数 1,437 人（R2.4～R3.3） 

・肝疾患患者フォローアップシステムを活用した継続的な受診勧奨及び一

定の要件を満たした登録者に対し，定期検査費用等を助成 

初回精密検査費用の助成 24 件（R2.4～R3.3） 

定期検査費用の助成    386 件（R2.4～R3.3） 
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肝疾患患者フォローアップシステム新規登録者 132 人（R2.4～R3.3） 

(3) 病態に応じた適切な肝炎医療の提供 

・抗ウイルス治療に対する医療費助成の実施  

受給者証発行件数  3,790 件（R2.4～R3.3） 

・肝がん・重度肝硬変治療に対する入院医療費助成の実施 

参加者証発行件数  21 件（R2.4～R3.3） 

・肝疾患コーディネーターの養成 

※新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止 
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

④臓器移

植の推進 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

7,027 7,985 958 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・移植医療普及推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

１ 臓器移植 

(1) 普及啓発の推進 

・10 月の臓器移植普及推進月間において，主要医療機関等に臓器移植医療

の普及に係るポスター，リーフレット等を配布 

・グリーンリボンキャンペーンとして，施設のライトアップやパネル展，

パンフレット等の配布（10 月 16 日～25 日） 

・県民へグリーンリボンをテーマとしたブックカバーのデザインを公募し，

応募作品 91 作品の中から優秀作品 1点を県内の協力書店で配布した。 

・臓器移植医療功労者３名に対して県知事感謝状贈呈（10月 26 日） 

・臓器提供をテーマとしたグリーンリボンミュージックライブの開催 

（10 月 17 日） 

(2) 提供に至る体制の充実 

・広島県移植推進委員会（１回） 

・救命救急センターなど臓器提供施設等への訪問活動（25施設，28 回） 

 

２ 造血幹細胞移植 

(1) 普及啓発の推進とドナー登録者の確保 

・骨髄パネル展及び骨髄ドナー登録会開催 

（９月 28日～10 月４日，新規登録者 22名） 

・骨髄移植医療功労者（個人１名）に対して県知事感謝状贈呈 

（10 月 26 日） 

(2) ドナー登録促進のための環境づくり 

・大学生を対象に骨髄ドナー登録説明員養成研修会を開催（２回，15 名） 

 

ア Ü

コロナ感染状況に考
慮しつつ，可能な範
囲で引き続き施策を
継続

［H24～H28平均］
462.4人

直近５年間の平均値
（803.2人[H27～
R1平均]）を下回る

736人

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

骨髄ドナー年間新規登録者
数（県内）

直近５年間の平均値を
上回る
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(3) 骨髄提供の着実な推進 

・昨年度に引き続き，市町が実施する骨髄ドナーへの助成事業に補助 

（R2 実績５件） 
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

⑤難病対

策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

2,491,745 2,523,699 31,954 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・特定医療費（指定難病）支給認定事業 
・難病患者地域支援事業 
・小児慢性特定疾病対策費 
・難病相談等支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

１ 難病に係る医療提供体制の充実 

・難病医療ネットワーク構築のため，免疫系疾患分野の分野別拠点病院とし

て２病院，拠点病院として７病院を指定 

・難病医療従事者を対象とした研修会を１回開催 

２ 地域生活の支援体制の構築 

・在宅難病患者一時入院事業（レスパイト）の実施 

利用件数 13 件（利用者 10 人 利用日数 106 日） 

・難病対策センター，保健所，難病団体による相談会等を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ア

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

比較的順調 引き続き施策を継続医療従事者研修会の実施
［H35］
２回

Ü ２回 1回
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

⑥アレル

ギー対策 

【目標】 

  

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

990 1,262 272 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・アレルギー疾患医療連絡協議会の開催 
・アレルギー疾患対策研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 医療提供体制の確保 

○「広島県アレルギー疾患医療連絡協議会」の設置（平成 30 年４月） 

○「広島県アレルギー疾患医療拠点病院（広島大学病院）」を選定（平成 31

年２月） 

○気道アレルギー疾患の予防と治療に関する医療従事者の知識や技能の向上

に資する研修会を開催（令和３年２月） 

２ 情報提供・相談体制の確保  

○県のホームページにアレルギーに関する情報を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

全体的に順
調

アレルギー疾患医療
拠点病院を中心とし
た医療提供体制の構
築を図る。

アレルギー疾患医療拠点病
院の設置

［H35］
１か所

［H28］
０か所

１か所 １か所
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

⑦母子保

健対策 

【目標】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

292,307 804,308 512,001 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・ひろしま版ネウボラ構築モデル事業 
・不妊治療支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 安心して妊娠・出産・子育てできる体制の充実 

(1) 妊産婦の心と身体の健康管理等の充実 

・思春期世代への正しい知識の普及啓発 

・「妊娠 110 番メール相談」での相談対応 

・「ひろしま版ネウボラ構築事業」を６市町で実施（平成 30 年度～） 

(2) 不妊治療等の支援体制の充実 

・不妊検査・一般不妊治療費や特定不妊治療費，不育症検査費に係る経費

助成 

・不妊専門相談センターによる相談対応を実施（相談件数 236 件） 

２ 病気・障害の予防・早期発見と支援 

(1) 乳幼児の健康診査の充実 

・「ひろしま版ネウボラ構築事業」を６市町で実施（平成 30 年度～） 

(2) 事故防止 

・ひろしま夢財団キッズメルマガ（イクちゃんネット）への啓発記事掲載 

（毎月第２木曜日） 

 

ア

イ

ウ

エ

オ 引き続き施策を継続ひろしま版ネウボラの普及 全県に展開
［Ｈ29］
３市町

全県に展開 ６市町
全体的に順
調

全体的に順
調

引き続き施策を継続

不妊治療に関する周
知・広報をより強化
する

子育てに不安や負担を感じ
ている人の割合

［H35］
0%に近づける

［Ｈ28］
14.5%

［R5］
0%に近づける

調査未実施 Ü 引き続き施策を継続

特定不妊治療の開始平均年
齢

現状値よりも若年化
［Ｈ28］
34.46歳

現状値よりも若年化 34.94歳
努力を要す
る

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

低出生体重児出生率 減少傾向へ
［Ｈ28］
9.7%

減少傾向へ
[H30]
9.８％

努力を要す
る

引き続き施策を継続

乳幼児健康診査の未受診率

［H35］
１歳６か月児　4.3%
３歳児　5.7%
※Ｈ27全国平均

［Ｈ27］
１歳６か月児　6.1%
３歳児　8.6%

［R5］
１歳６か月児　4.3%
３歳児　5.7%
※Ｈ27全国平均

[H30]
１歳６か月児　4.4%
３歳児　5.9%
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３ 子育てに対する安心感の醸成・リスク家庭の早期発見と支援 

・「ひろしま版ネウボラ構築事業」を６市町で実施（平成 30 年度～） 
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

⑧歯科保

健対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

14,847 23,089 8,242 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・歯科保健普及啓発事業 

・8020 運動普及推進事業 

・口腔保健推進事業等 

・心身障害者等歯科診療確保対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ライフステージ等に応じた歯科保健 

(1) 乳幼児期 

○「はつらつ家族表彰」，歯科保健優良保育所等の表彰を実施予定だったが，

新型コロナウイルス感染症の影響で中止 

○乳幼児期から，う蝕予防等の適切な歯科保健行動を習慣付けるための啓

発資材の作成 

(2) 学齢期 

 ○学校歯科保健優良学校，図画，ポスター，標語の表彰を実施予定だった

が，新型コロナウイルス感染症の影響で中止 

(3) 成人期 

○市町の令和元年度の歯周病健診結果を調査 

※調査結果を県ホームページに掲載 

○歯科特殊健康診断のできる歯科医師の養成（１回，参加者 50名）や，事

業所の産業保健師等に対する歯科保健推進研修（５回，参加者計 66 名）

を実施 

(4) 高齢期 

○市町の令和元年度の歯周病健診結果を調査 

※調査結果を県ホームページに掲載 

(5) 障害児（者） 

○歯科保健医療サービス提供困難者が入所する障害者施設等での定期的な

ア

イ

ウ

（Ｒ４実態調査） Ü 引き続き施策を継続

50歳代で進行した歯周炎
を有する人の割合

引き続き施策を継続
80歳で20本以上の自分の
歯を有する人の割合

［H35］
60.0%以上

［Ｈ28］
56.1%

［Ｒ５］
60.0%以上

（Ｒ４実態調査） Ü

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

［H35］
40.0%以下

［Ｈ28］
62.8%

［Ｒ５］
40.0%以下

（Ｒ４実態調査） Ü 引き続き施策を継続

40歳代で進行した歯周炎
を有する人の割合

［H35］
35.0%以下

［Ｈ28］
56.0%

［Ｒ５］
35.0%以下
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歯科健診の実施に繋げるため，県内の障害者施設等において歯科健診及

びアンケート調査等を行う予定だったが，新型コロナウイルス感染症の

影響で中止 

(6) 要介護者 

○認知症患者等の歯科保健医療サービス提供困難者に対応できるスペシャ

ルニーズ歯科診療医等を養成するための研修を実施（全８回，８名） 

○認知症患者等の口腔機能向上のため，口腔ケアや食支援を行うことがで

きる歯科医師等を養成するための研修を実施（３回，13 名） 

○在宅歯科医療や地域包括ケアシステム・介護予防等における多職種協働

に対応できる歯科衛生士を養成するための研修を実施（３回，219 名） 

２ 分野別の歯科保健 

(1) 生活習慣病予防に関連する取組 

○事業所の産業保健師等に対する歯科保健推進研修を実施（５回，参加者

計 66 名） 

(2) 周術期における口腔機能管理に関する取組 

○医科医療機関等を対象とした周術期口腔機能管理に関する研修等を実施

予定だったが，新型コロナウイルス感染症の影響で中止 

○周術期口腔機能管理体制の在り方等を県民に広く周知するため，周術期

口腔機能管理に関する県民公開講座を開催（１回，参加者 115 名） 
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第３章 保健医療各分野の総合的な対策 

施策 指標等 実施状況 

⑨健康増

進対策 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

31,992 38,464 6,472 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・健康ひろしま 21 推進事業 

・食育推進事業 

・健康増進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 健康づくりの取組 

○ひろしま健康づくり県民運動推進会議ホームページによる健康づくりイベ

ント等の情報提供 

○ひろしま健康づくり県民運動推進会議において，ひろしまウォーキングコ

ースの普及啓発，生活習慣病予防レシピの作成・公開，健康づくりを普及

促進する人材の育成等を実施 

○健康生活応援店の認証及び普及の拡大 

認証店舗：1,611 店舗 

○ひろしま食育・健康づくり実行委員会（実行組織）において，啓発ポスタ

ー，チラシの作成，けんこうチャレンジ等による普及啓発活動を実施 

〇市町など保険者による「健康づくりポイント事業」を情報発信し，市町な

どの取組を支援 

○県分析システムを活用した分析情報を県ホームページで公開 

○二次保健医療圏域の保健・医療・福祉を総合的に推進するため，圏域地対

協において，県全体の計画「健康ひろしま 21（第２次）」との整合性を図

りつつ，圏域固有の健康課題の解決に向けた取組を実施 

○市町が行う健康増進事業への財政支援 

ア

イ

ウ

エ

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

健康寿命
全国平均を上回り，平均
寿命の伸び以上に延伸

［H28］
男 71.97年
女 73.62年

全国平均を上回り，
平均寿命の伸び以上
に延伸

R3.秋頃判明 Ü
健康寿命の延伸に向け
た方策の検討

メタボリックシンドローム
の該当者及び予備群

H20（30.4万人）に比べ
25%減少

※第３期医療費適正化計
画に基づく算定

［H27］
33.7万人

※第２期医療費適正化
計画に基づく算定

H20比13.5%減少
［H30］
H20比8.9%減少

比較的順調
特定保健指導対象者の
減少に向けた方策の検
討

［H27］
45.3%

61%
［H30］
50.1%

努力を要す
る

実施率向上に向けた方
策の検討

特定保健指導実施率
［H35］
45%以上

［H27］
19.8%

35.1%
［H30］
25.6%

努力を要す
る

実施率向上に向けた方
策の検討

特定健康診査実施率
［H35］
70%以上
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２ 生活習慣病予防の推進 

○特定健康診査・特定保健指導の制度周知や受診勧奨 

ホームページ，ＮＨＫラジオ等 

○特定健康診査実施率向上に向けて，ＡＩ（人工知能）を活用した受診勧奨

の推進 

実施市町：20 市町 

○医療保険者に対し，特定健康診査とがん検診との同時受診を推進 

○県保険者協議会の取組 

①特定健康診査受診強化期間キャンペーンの実施 

②人材育成研修会の開催 

  基礎編受講者：96人 

  技術編受講者：197 人（うち，web 受講 152 人） 

③ホームページを活用した情報提供 

集合契約の状況，人材育成研修会の開催要領・研修資料 

○国民健康保険団体連合会の一括契約による市町の糖尿病性腎症重症化予防

事業の取組の支援 

実施市町：県内全市町 
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第５章 保健医療体制を支える人材の確保・育成 

施策 指標等 実施状況 

①医師の

確保・育

成 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

724,153 729,858 5,705 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・女性医師等就労環境整備事業 

・産科医等確保支援事業 

・広島県地域医療支援センター運営事業 

・広島大学医学部寄付講座運営事業 

・広島県医師育成奨学金貸付金 

・自治医科大学関係費 

・包括的過疎地域医師育成・活躍支援システム整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 医師の育成 

(1) 自治医科大学での医師の育成 

・自治医大卒・臨床研修開始者数：（R２）２名  

・本県出身在学生：（R２）15 名（うち新入生２名） 

(2) 地域枠医師等の育成 

・県奨学金貸与者数：（R２）131 名（うち新規 22 名） 

(3) 大学医学部寄附講座の設置 

・医学生向け地域医療セミナーの実施（夏，冬，春） 

・地域枠医学生・卒業医師のキャリア形成への相談支援等 

 

 

 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

全体的に順
調

引き続き施策を継続

引き続き施策を継続

[H35]
75.0%

[R3.4.現在]
72.0%

比較的順調 引き続き施策を継続

ふるさとドクターネット広
島登録者数

[H35]
3,137人

[H28末]
2,297人

[H35]
3,137人

[R3.3末現在]
2,856人

短時間正規雇用による女性
医師数（支援医師数）

[H35]
延80人以上

[H28]
延80人

延80人以上 延181人
全体的に順
調

自治医大卒業医師県内定着
率

[H35]
75.0%

[H28末]
70.5%

全体的に順
調

引き続き施策を継続

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

10万人当たり医療
施設従事医師数

[H34]
264.6人以上

[H28]
254.6人

[H34]
264.6人以上

[H30]
258.6人

比較的順調 引き続き施策を継続

30歳台までの医療施設従
事医師数

[H34]
1,977人以上

[H28]
1,854人

[H34]
1,977人以上

[H30]
1,821人

努力を要す
る

[H34]
203.4人以上

[H30]
195.1人

全体的に順
調

引き続き施策を継続

専攻医など若手医師
を確保するための取
組を見直す

初期臨床研修医のマッチ者
数

[H35]
181人

[H20-29平均]
156.5人
※H29：188人

[R5]
181人

170人

過疎地域の対10万人当た
り医療施設従事医師数

[H34]
203.4人以上

[H28]
190.5人
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２ 医師の確保 

 (1) 初期臨床研修医の確保 

・臨床研修医確保に向けた関係医療機関への支援（合同説明会への参加，

指導医養成講習会参加支援） 

(2) ふるさとドクターネット広島等の活用 

・地域医療支援センターによるＨＰ運営や広報誌発行等による県内外の医

師・医学生向け情報発信を実施（県内の臨床研修病院，専門研修施設の

紹介等） 

※ＨＰ登録者数：R２末 2,856 人（前年度比▲51人） 

(3) 求職者・求人者間のあっせん 

・県内就業希望者への就業紹介・斡旋：（R２）13 名（※うち中山間５名） 

(4) プライマリ・ケア医の採用・派遣 

・採用等なし（希望者がいなかったため。） 

※過年の研修制度利用者：１名（現在，へき地診療所へ勤務） 

３ 医師の偏在解消・適正配置 

 (1) 県育成医師の配置調整 

自治医大卒業医師，県奨学生医師の中山間地域への配置： 

・自治医大卒業医：（R２）21 名 

・奨学金貸与医師：（R２）30 名 

 (2) 産科医の確保支援 

・産科医等確保支援事業（45 施設）による処遇改善を実施 

(3) 医師の偏在解消 

・県奨学金による不足診療科（特定診療科）への就業誘導 

（R２）病理診断科：２名 産婦人科：５名 

４ 女性医師の就業環境の整備等 

・女性医師等就労環境整備事業（31 施設）による就業環境の整備を実施 

５ 県内への定着促進 

(1) 新たな専門医制度への対応 

・専門医制度に係る関係機関によるプログラム確認及び意見交換を実施 

（県地対協：計２回） 

・地域医療支援センターＨＰに県内プログラム情報を集約・情報発信し，

専攻医誘致の広報を展開 

(2) 県育成医師のキャリア形成支援 
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・関係者会議にて策定した地域枠医師に係るキャリア形成プログラムに基

づき，中山間地域等への配置調整を実施。地域枠卒業医師は，全て専門

医取得に繋がる研修を兼ねた勤務に従事 

(3) 中山間地域等での人材育成・活躍支援 

・芸北，備北，東部における地域ぐるみの広域的人材育成（研修開催等）

への支援 

(4) 住民理解の促進 

・県育成医師の中山間地域配置先等の医師確保の取組をＨＰで公開し，県

民に対して情報提供を実施 
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第５章 保健医療体制を支える人材の確保・育成 

施策 指標等 実施状況 

②歯科医

師 の 確

保・育成 

【目標】 

 ― 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

6,220 11,393 5,173 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・歯科医師・歯科衛生士の資質向上事業 

・歯科衛生士修学支援事業 

１ 歯科医師 

○認知症患者等の歯科保健医療サービス提供困難者に対応できるスペシャル

ニーズ歯科診療医等を養成するための研修を実施（全８回，８名） 

○認知症患者等の口腔機能向上のため，口腔ケアや食支援を行うことができ

る歯科医師等を養成するための研修を実施（３回，13 名） 

２ 歯科衛生士 

○歯科衛生士が不足している中山間地域等への就業を希望する歯科衛生士養

成校の学生に対する奨学金貸与（６名） 

○在宅歯科医療や地域包括ケアシステム・介護予防等における多職種協働に

対応できる歯科衛生士を養成するための研修を実施（３回，219 名） 

施策 指標等 実施状況 

③薬剤師

の育成・

確保 

【目標】 

  

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

4,986 4,540 ▲446 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・薬剤師の多職種連携に係るスキルアップ事業 

 

 

 

 

 

 

 

１ 未就業薬剤師の復職支援 

○未就業薬剤師への研修実施（７回 11 名） 

２ 在宅支援薬剤師の育成 

○多職種との連携関係研修会を実施（110 名修了） 

３ 教育・研修の充実 

○在宅推進に向けた研修会（１回 薬剤師 66 名，ケアマネジャー23 名） 

 

 

 

 

 

 

 

ア

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針
指標等 目標値

現状値
（計画策定時）

在宅医療の質向上のための知
識・技能を習得し，多職種連
携研修を修了した薬剤師数

［H35］
510名

Ü 90名 比較的順調 引き続き実施81.8%



53 
 

第５章 保健医療体制を支える人材の確保・育成 

施策 指標等 実施状況 

④看護職

員 の 育

成・確保 

【目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

504,222 570,616 66,394 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・看護師等養成所運営費補助金 
・看護職員県内就業促進事業 
・助産師確保対策事業 
・看護職員キャリア支援事業 
・ワークライフバランス推進事業 
・院内保育所支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 養成の充実・強化 

(1) 県内看護職員養成所の養成数の確保と県内就業率の向上 

・看護師等養成所運営の支援（補助施設数：14施設 19 課程） 

・県内への就業促進（インターンシップ実施病院情報誌 4,000 部配布，

インターンシップ実施 11 施設・参加者 221 人，就職活動講座開催※コ

ロナ感染予防のため中止） 

(2) 看護教員養成力の向上 

・看護教員・指導者の育成 

教員養成講習会（※中止），専任教員の継続研修（継続研修・トピッ

クス研修参加者延べ 68人※一部中止），実習指導者講習会（修了者 20

人），特定分野の実習指導者講習会（修了者 16人） 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

再就業者数
756人
※計画期間中の毎年度
の目標値

［H24～H28平均］
620人

756人 1,237人
全体的に順
調

認定看護師数 前年より増
［H28］
433人

前年より増 554人
全体的に順
調

引き続き施策を継続

引き続き施策を継続

効果が他の事業に比べ
て低いこと及び低下の
主要原因が養成機関の
定員構成によるもので
改善が図れないため,
当該指標は削除し，看
護職員の確保について
は，ア・イ・エ・オの
指標を用いて，モニタ
リングする。

看護職員離職率
9.4%
※計画期間中の毎年度
の目標値

［H24～H28平均］
9.7%

9.4%
〔H30〕
9.9%

[H30]
44,184人

全体的に順
調

引き続き施策を継続

就業助産師数 前回調査より増
［H28］
654人

前回調査より増
[H30]
678人

全体的に順
調

引き続き施策を継続

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

努力を要す
る

新人研修の一部再編
成を検討

新卒看護職員の県内就業率
81.5%
※計画期間中の毎年度
の目標値

［H24～H28平均］
80.1%

81.5%
［Ｒ元］
75.3%

努力を要す
る

就業看護職員数
［H35］
45,276人

［H28］
42,904人

43,634人
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・ナースセンター事業 
・看護職員の資質向上支援事業 

(3) 助産師養成 

・広島県助産師修学資金貸付による県内就業者（８人）の確保 

２ 離職防止 

(1) 新人看護職員の資質向上を通じた早期離職防止 

・新人看護職員研修事業の補助（75 施設） 

・新人看護職員研修を担う教育指導者に対する研修の実施 

（研修責任者 48人，教育担当者（※中止），実地指導者 30 人修了） 

・中小病院の新人看護職員を対象とした集合研修の実施（※中止） 

・採用 2～3年目を対象とした集合研修の実施（延べ 76 人※一部中止） 

・新人助産師集合研修の実施（延べ 119 人受講） 

(2) 新人期以降のワークライフバランスの推進 

・院内保育所事業運営の支援（補助施設数 46 施設） 

・ワークライフバランスの推進（就業に関する相談 140 件，産業カウンセ

ラーによる相談 60 件，アドバイザー派遣 4施設） 

(3) キャリアアップのための支援 

・中堅看護職員，看護管理者キャリアサポート研修（中堅看護職員３か所

51 人，看護管理者３か所 38 人受講） 

３ 再就業促進 

(1) 離職者の把握と潜在化防止 

・離職者実態調査の実施（離職者 790 人回答） 

・看護職員の職場環境づくり実態調査（192/237 病院回答） 

・看護職の届出制度登録の促進（Ｈ27.10～届出者数 5,086 人） 

(2) ナースセンターの活用 

・復職支援研修（事前研修 23 人，病院等での実践研修 16人） 

・無料職業紹介事業（相談件数 5,630 件，就業者数 1,237 人，ハローワー

ク出張相談 10 か所 97回） 

・ナースセンター・サテライト福山移転（R2.9） 

（相談件数：来所 215 件，電話等 2,416 件） 

・市町出張就業相談（９市町 19 回，相談総数 40件） 

・再就職セミナー（６市町，参加者 31 人） 

４ 専門医療等への対応（資質向上） 

・看護職員の資質向上に対する支援 

 看護師の特定行為研修制度説明会（※中止） 

 看護師の特定行為研修機関派遣に要する経費の助成 9施設 

 認定看護師教育機関派遣に要する経費の助成 4施設 
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第５章 保健医療体制を支える人材の確保・育成 

施策 指標等 実施状況 

⑤介護職

員 の 確

保・育成 

【目標】 

  
 
 
 
 
 
 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

126,902 160,139 33,237 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・福祉・介護人材のマッチング・基盤整備事業 

・福祉・介護の職場改善事業 

・福祉・介護職のイメージ改善・理解促進事業 

・福祉・介護人材の資質向上支援事業 

・喀痰吸引等特定行為の実施体制強化事業 

・社会福祉人材育成センター設置事業 

・経済連携協定に基づく外国人介護職員・看護師研修支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 介護職員の確保 

・潜在的有資格者向け再就職支援研修の開催（参加者 38 人） 

・採用・人事担当者向け戦略セミナーの開催（参加者 2回/129 人） 

２ 職場改善と資質向上 

・職場の現状把握や課題解決に向けた自己点検ツールの活用 

（294 事業所，参加者 5,169 人） 

・介護ロボット導入の支援（133 台） 

・ICT 導入の支援（29事業所） 

・経営者等意識改革セミナーの開催（5回/参加者 888 人） 

・新任研修の開催（18回/参加者 184 人） 

・中堅・管理者向け研修の開催（7回/参加者 1,017 人） 

・小規模事業所介護人材育成研修の開催 

（179 回/参加者 2,960 人） 

・介護技術向上研修の開催（10 回/186 人） 

３ イメージ改善と理解促進 

・優良法人認証評価制度「魅力ある福祉・介護の職場宣言ひろしま」（宣言法

人累計数 213 法人） 

・福祉・介護職場の合同入職式の開催（参加者 168 人） 

・進路指導教員向け福祉・介護業界セミナー「Teacher’s Tour」の開催（参

加者 55 人） 

・小中高向け「介護の日ポスター」の募集 

（小学 13校/276 枚，中学 16 校/159 枚，高校７校/127 枚） 

ア

イ

令和２年度

目標値 実績 達成状況 今後の取組方針

魅力ある職場宣言ひろしま登
録法人数

［H35］
310法人

［H29］
93法人

205法人 210法人

指標等 目標値
現状値

（計画策定時）

離職者のうち３年未満職員の
割合（介護関係職種）

［H35］
55.3%以下

全体的に順
調

制度のPRを行いなが
ら登録を促進

［H28］
64.7%

60.6%以下
［R元］
68.7%

比較的順調 引き続き施策を継続
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・小中高大向け出前講座の開催（小学 21校/参加者 1,841 人， 

中学 11 校/参加者 1,260 人，高校 41 校/参加者 2,211 人，大学 

3 校/128 人） 

４ 福祉・介護人材確保等総合支援協議会の推進 

・広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会及び３部会の開催 

（各２～３回開催） 

・地域人材確保推進体制設置及び各市町事業の開催（16 市町） 

５ 介護職員等による喀痰吸引等の実施体制の整備 

・喀痰吸引等特定行為の実施体制支援事業 

（参加者：従事者 77 人，指導看護師 38人） 

６ 外国人材の受入 

・経済連携協定（EPA）介護福祉士候補者に係る学習支援 

（11 法人/13 事業所/50 人） 

・外国人介護人材受入支援セミナー（３か所/参加者 214 人） 

・外国人介護職員・指導者合同資質向上研修 

（２回/参加者 92 人） 
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第５章 保健医療体制を支える人材の確保・育成 

施策 指標等 実施状況 

⑥その他

の人材の

確保・育

成 

【目標】 

 ― 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

336 445 109 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・医療技術者研修事業補助金 

・栄養改善指導事業 

１ 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 

県理学療法士会，県作業療法士会等が実施する研修事業へ補助金を交付 

２ 管理栄養士・栄養士 

・市町及び給食施設に勤務する管理栄養士・栄養士に対し，研修会の実施 

・市町栄養士を対象とした資質向上研修を実施 

３ 医学物理士 

・広島がん高精度放射線治療センターにおいて，講習会や研究交流会を実施 

講習会参加者：372 名（県内：22人，県外 350人） 

研究交流会：52名（県内：25 人，県外 27 人） 

４ 精神保健福祉士 

・精神障害者の退院後支援に関するガイドラインに関する研修を実施 

・アルコール健康障害相談員養成研修（主催：県立総合精神保健福祉センタ

ー）を実施 

・国の研修機関の実施する依存症等，精神保健に関する研修等の情報提供及

び推薦等受講調整を実施 
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第６章 医療の安全の確保，安全な生活の確保 

施策 指標等 実施状況 

①医療の

質と安全

性の確保 

【目標】 

 ― 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

4,335 6,519 2,184 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・医療安全支援センター運営事業 

・医療勤務環境改善支援センター事業 

１ 医療機関における安全管理・医療安全支援センター 

(1) 医療機関における安全管理 

・医療関係団体と連携し，各医療機関へ必要な情報提供を実施 

・医療機関の開設時や保健所の立入検査等の機会を通じ，医療安全管理体

制の徹底を要請 

(2) 医療安全支援センター 

○相談窓口の設置：中立的な立場で患者・家族と医療従事者・医療機関間

の信頼関係の構築を支援するための，医療に関する苦情・相談への対応 

（休日を除く月～金 13時～16 時） 

○医療安全推進協議会の開催：有識者・医療関係団体等で構成。医療安全

支援センターの運営内容等について協議を例年行っている。（新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止のために協議は未実施。） 

○医療安全研修会の開催：患者と医療従事者との関係を良好にし，信頼関

係の構築を促進するとともに，医療安全の向上に資するため，医療従事

者等を対象とした研修会を例年開催している。（新型コロナウイルス感染

症拡大防止のため，研修会は未開催。） 

２ 医療事故等 

(1) 医療事故情報収集等事業 

医療事故情報収集等事業において収集された医療事故情報やヒヤリ・ハ

ット事例について，再発防止・発生予防を図り，医療関係団体を通じて

医療機関へ情報提供 

(2) 医療事故調査制度 

医療法で定める要件に該当する死亡・死産事例について，医療事故調査・

支援センターへの報告等が適切に行われているか，保健所の立入検査に

て例年確認している。（新型コロナウイルス感染症に係る対応等のため，

立入検査は未実施。） 

３ 医療勤務環境改善支援 

医療勤務環境の改善に取り組む医療機関を支援するため，セミナーの開催

及び訪問支援等を実施 

○医療勤務環境セミナー等開催 １回，26 名参加 

○医業経営アドバイザー訪問 ３回，３施設 
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○電話相談 10 件 
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第６章 医療の安全の確保，安全な生活の確保 

施策 指標等 実施状況 

②医薬品

等の安全

確保対策 

【目標】 

 ― 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

432 432 0 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・薬事衛生指導員育成事業 

・くすりと健康相談窓口事業 

・医薬品等適正使用普及啓発事業 

１ 医薬品等の適正使用の推進 

○広島県地域保健対策協議会医薬品の適正使用検討特別委員会の設置 

（１回開催） 

○「くすりと健康の週間」事業による県民への啓発 

○医薬品適正使用推進及び後発医薬品の使用促進に係る啓発資材の作成・

配布（500 部） 

２ 医薬品等の品質，有効性及び安全性の確保 

(1) 医薬品等の品質，有効性及び安全性の確保対策 

○医薬品等製造所等の許認可・監視指導等 

○薬局・医薬品販売業者の許可・監視指導等 

○無承認無許可医薬品の監視指導等 

○後発医薬品の品質確保対策 

(2) 薬物乱用の防止 

○薬物乱用防止教室(128 回，受講者 14,861 人))の実施 

○広島県薬物乱用対策推進本部会議の開催(幹事会議１回,本部会議１回。

ともに新型コロナウイルス感染拡大の状況に鑑み，書面開催) 

○麻薬取扱施設等に対する立入検査の実施(麻薬1,009回，向精神薬917回，

覚醒剤 749 回) 

○薬物相談事業推進連絡会議の開催(１回，書面開催) 

○薬物依存症回復プログラムの普及(回復プログラム導入・実施施設支援

12 回,スキルアップ研修６回延 139 名)・実施 

３ 医療用血液の確保と適正使用 

(1) 安定的な献血の確保 

○献血に関する普及啓発活動の実施（献血推進運動，ポスター募集等）  

○献血推進組織の育成（担当者会議，啓発資材の提供） 

○血液製剤の在庫水準の常時把握の実施（危険水準無） 

(2) 血液製剤の適正使用 

○広島県合同輸血療法委員会の開催（委員会１回，幹事会３回） 

○研修会の開催（１回，参加者８５名） 
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第６章 医療の安全の確保，安全な生活の確保 

施策 指標等 実施状況 

③食品の

安全衛生

対策 

【目標】 

 ― 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

152,299 152,659 360 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・食品衛生指導対策費 

・食中毒対策費 

１ 給食施設の衛生対策 

○広島県食品衛生監視指導計画に基づく重点的な監視 

○大量調理施設衛生管理マニュアル及び自主管理記録簿等の活用等，HACCP

に沿った衛生管理の指導 

○研修会の実施 

２ 食中毒対策 

○食中毒予防月間等の重点的な監視指導 

○食中毒警報の発令等による注意喚起 

○事案発生時に迅速な対応をするための危機管理演習の実施 

④生活衛

生対策 

【目標】 

 ― 

 

【事業費】 

Ｒ２決算額（千円） Ｒ３予算額（千円） 増減（千円） 

1,661,513 2,312,211 650,698 

 

【主な構成事業】（令和２年度） 

・生活衛生監視指導事業 

・水道施設管理指導費 

・水道施設耐震化等交付金事業 

１ 生活衛生関係施設の安全確保 

○生活衛生関係施設の監視指導 

県管内の 541 施設に対して 76 回監視を実施（令和２年度） 

○レジオネラ症対策 

レジオネラ症対策の周知・徹底とレジオネラ症発生時の入浴施設の調査・

指導を実施 

 

２ 飲料水の安全確保 

(1) 安全・安心な水の供給 

水道施設の適切な浄水処理，水質管理体制の強化等に係る監視指導 

(2) 安定した水の供給 

国庫補助及び交付金活用による水道未普及地域解消，老朽施設更新，施設

の耐震化等の実施 

（上水道：８事業体 16事業，用水供給：１事業体４事業， 

簡易水道：２事業体３事業） 

(3) 持続可能な水道事業経営 

「広島県水道広域連携協議会」（事務局 県企業局）による，水道事業の

広域連携の検討 

 

 

 


